
１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

関連会社株式・・・移動平均法による原価法を採用している。

満期保有目的の債券並びに関連会社株式以外の有価証券

時価のあるもの・・・市場価額等に基づく時価法を採用している。

（２）金銭の信託の評価基準及び評価方法

時価法を採用している。

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法

刊行物：売価還元法

未成受託事業支出金：個別法による原価法(貸借対照表の価額は、収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定)

（４）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

（５）引当金の計上基準

①退職給付見込額の期間帰属方法

②数理計算上の差異等の費用処理方法

（６）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

資金の範囲には、現金及び取得日から起算して3ヶ月以内に現金となる預金を含めている。

（７）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
　（単位：円）

基本財産

土地

建物

関連会社株式

定期預金

特定資産

積立有価証券預金

退職給付引当資産

建物

構築物

車両運搬具

器具及備品

ソフトウェア

美術品

無形固定資産（リース資産を除く）・・・法人内利用のソフトウェアについては、利用可能期間における定
額法を採用している。

貸倒引当金・・・債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

退職給付引当金・・・・職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ
き計上している。

賞与引当金・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上してい
る。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法は期間定
額基準によっている。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

数理計算上の差異は発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による按分額をそれぞれ発生
の翌事業年度から費用処理している。会計基準変更時差異は15年で費用処理している。

リース資産・・・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有の固定資産に適用す
る減価償却方法と同一の方法を採用している。所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

23,287,183

科　目

10,249,662,584

12,596,062,958 1,411,390,814 1,422,934,439 12,584,519,333

41,036,000 0 0 41,036,000

694,288,562 66,440,000 57,516,087 703,212,475

279,963,188 42,900,000 90,173,279 232,689,909

9,585,630 0 1,693,005 7,892,625

191,857,277 896,800,584644,852,161 443,805,700

4,044,401,402

3,696,000

0 0 49,494,000

100,000 0 9,316,000

5,849,800 21,133,383

554,231,232 364,428,961 4,302,496,206

60,262,902

2,346,508,311

49,494,000

100,000 130,724,464 2,334,856,749

4,324,875,086 300,217,882 580,691,566

0 0 60,262,902

0 130,724,464 2,215,783,847

9,216,000

2,465,481,213

4,112,693,935

10,130,581,745 1,411,290,814 1,292,209,975

小　計

小　計

合　計

「公益法人会計基準」（平成20年4月11日 最終改正令和2年5月15日 内閣府公益認定等委員会）を採用して
いる。

役員退職慰労引当金・・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してい
る。

貯蔵品：最終仕入原価法(貸借対照表の価額は、収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

財務諸表に対する注記



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

土地

建物

関連会社株式

定期預金

特定資産

積立有価証券預金

退職給付引当資産

建物

構築物

車両運搬具

器具及備品

ソフトウェア

美術品

４．担保に供している資産

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

建物

特定資産

建物

構築物

車両運搬具

器具及備品

その他固定資産

建物

構築物

車両運搬具

器具及備品

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

877,023,000 769,355,597 1,319,591,450

貸借対照表上
の記載区分

当期末残高

（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応する
額）

当期末残高

0

32,097,273,311 △ 22,930,387,583 △ 53,047,245

交付者 前期末残高

減価償却累計額取得価額

1,224,378,475 △ 521,166,000 0

23,469,567 △ 15,576,942 0

2,473,759,192 △ 1,576,958,608 0

△ 53,047,245

9,431,907,531 △ 7,163,076,439

0 －

厚生労働省

208,569,252

当期増加額 当期減少額

指定正味財産

厚生労働省

581,693,116 254,196,000 162,576,599 673,312,517 指定正味財産

467,244,244

16,132,000

指定正味財産

16,132,000

厚生労働省

0

－

11,893,512,381 △ 7,925,169,664

－

232,689,909 (232,689,909) －

2,334,856,749 (2,112,354,808) (222,501,941)

0

△ 53,047,245

(673,249,482) (29,962,993)

7,892,625 (4,650,788) (3,241,837)

(9,316,000)

21,133,383

－

4,044,401,402 (280,137,014) (3,764,264,388)

－

2,215,783,847 (1,993,281,906)

(60,262,902) －

(222,501,941) －

60,262,902

－

49,494,000 (49,494,000) －

9,316,000

－

－

－

4,302,496,206 － － (4,302,496,206)

科　目

小　計

小　計

合　計

科　目

 東村山市諏訪町3-6-1等の基本財産土地28,239,546円及び基本財産建物478,636,417円、その他固定資産土地
31,362,870円及びその他固定資産建物1,296,373,381円は、長期借入金1,282,970,000円及び1年以内返済長期借入
金89,060,000円の担保に供している。

減損損失累計額

12,584,519,333 (4,173,272,890) (4,108,750,237) (4,302,496,206)

10,249,662,584 (2,060,918,082) (3,886,248,296) (4,302,496,206)

896,800,584 (811,323,781) (85,476,803)

(17,831,108) (3,302,275) －

保健衛生設備整備費国庫補
助金

小　計 1,211,924,047

18,405,302,146 △ 13,347,843,103

看護職員等処遇改善事業補
助金

厚生労働省

厚生労働省

補助金等の名称

国庫補助金

419,598,812 66,440,000

厚生労働省

厚生労働省

2,062,867

492,367,630 177,398,622

18,794,568

0 5,622,000 0

41,036,000 (41,036,000) － －

538,456,400 △ 305,766,491 0

703,212,475

5,057,459,043

0 73,436,000

当期末残高

2,215,783,847

2,215,783,847

703,212,475

7,892,625

232,689,909

896,800,584

1,840,595,593

3,968,342,717

108,907,798

36,037,941

944,170,587

9,113,838,483

結核研究所補助金

73,436,000 0 -

小　計

小　計

小　計

9,431,907,531 △ 7,163,076,439

5,426,360,045 △ 4,482,189,458

0

359,612,615 △ 323,574,674 0

4,260,063,634 △ 2,419,468,041 0

725,817,105 △ 616,909,307

政府開発援助結核研究所補
助金

保健衛生施設整備費国庫補
助金

0

461,197,000

－

－

合　計

指定正味財産

入国前結核ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ精度管
理事業

0 426,800 1,636,067

-5,622,000

令和2年度保健衛生施設等
施設・設備整備費国庫補助
金



東京都

－

指定正味財産

0

－

指定正味財産

指定正味財産

659,923 指定正味財産

1,044,743 0 733,263

1,706,000

指定正味財産0 793,026 22,636,825

0 1,706,000

地方公共団体補助金

東京都東京都地域医療構想推進事
業（施設設備整備）費補助
金（設備）

東京都医療施設耐震化緊急
整備事業補助金 23,429,851

9,864,862

0

7,032,568

2,823,150

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症による
小学校等対応助成金

東京都

0 1,240,055 1,240,055 0

東京都医療施設自家発電装
置整備事業補助金

東京都

東京都医療機関物価高等緊
急対策事業支援金

東京都

468,417

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症患者受入医
療提供体制緊急整備事業
病床確保支援事業

東京都

4,717,733 0

0

看護職員等処遇改善事業補
助金 0 7,865,000

東京都災害拠点病院自家発電設備
等強化事業

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症　検体
検査機器設備補助金

東京都

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ患者・疑い患
者　受入医療機関　受入謝
金

東京都

0

2,356,000 2,356,000

1,219,200

142,209,000 142,209,000

東京都

311,480

東京都

東京都

0

200,000 0200,000

7,865,000 0

6,861,310 0 3,058,636 3,802,674

24,784,105

0

3,546,583

0

3,498,533

0

6,380,460

2,037,336

0

東京都

11,902,198 0

東京都　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ
接種促進支援事業協力金

東京都

0 6,380,460

指定正味財産

東京都・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ医療
提供体制緊急整備事業

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症　年末
年始の診療・検査体制確保

39,507,000 039,507,000

4,015,000

0

0 2,871,000 47,850

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症患者受入医療提
供体制緊急整備事業
医療従事者特殊勤務手当支援事業

東京都

－

東京都救急患者受入緊急強
化謝金

東京島

0

11,246,780 0 812,510

東京都災害拠点連携病院運
営協力金

東京都病院内保育事業運営
費補助金

指定正味財産

東京都

15,600,163

0

東京都

0 －

0 1,200,000 1,200,000 0 －

0

指定正味財産

930,359,000 855,479,117 74,879,883

19,294,334

指定正味財産

－

306,000 306,000

－

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ外来診療体制
確保謝金

東京都

0 21,087,000 21,087,000

－

0 －

東京都診療･検査医療機関
15歳以上患者の休日診療促
進事業謝金

東京都

0 1,333,000 1,333,000 0 －

0 －

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症検体検
査機器設備整備補助金

東京都

0

3,947,240 11,652,923 指定正味財産

283,736 6,748,832 指定正味財産

東京都地域医療構想推進事
業（施設整備）費補助金

東京都

指定正味財産

新人看護職員研修事業費補
助金

東京都

0 335,000 86,217 248,783 指定正味財産

5,489,771

796,037 0 136,114

10,434,270

東京都休日・全夜間診療事
業参画医療機関施設整備費
等補助金

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症患者受
入医療機関臨時支援金

東京都

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症患者受
入医療提供体制緊急整備事
業

東京都

指定正味財産

0 15,152,000 15,152,000

緩和ｹｱ病棟施設設備整備費
補助金

東京都

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症患者受入医療提
供体制緊急整備事業
救急・周産期・小児医療体制確保支
援事業

東京都

0 13,043,000 10,240,933 2,802,067 指定正味財産

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

－

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ疑い患者救急
受入謝金

東京都

－



0 426,000 426,000 0 －

2,462,000

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種促進
支援事業協力金

東京都

0 2,570,600

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種促進
支援事業協力金

東京都

0 500,000

東京都新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症
対策強化事業補助金

東京都

0

小　計

受取民間助成金

公益法人等が行う公益事業
への助成に係る助成金

一般財団法人
日本宝くじ協

会
42,900,000

日本財団

2,750,000 0

上村清子＆幸男　結核予防
基金

公益財団法人
ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸﾘｿｰｽ財

団
0 800,000

ｵﾝﾗｲﾝ資格確認関係補助金 社会保険診
療報酬支払

基金

1,606,876,236 2,151,507,650 2,020,111,306 1,738,272,580合　計

282,713,188 46,029,000 91,964,579 236,777,609

112,239,001 1,228,455,650 1,158,791,130

補助金等の名称 交付者

181,903,521

東京都地域医療構想推進事
業（設備整備）費補助金

小　計

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ医療提供体制
緊急整備事業補助金

東京都

0

東京都介護老人保健施設整
備資金利子補給金

2,570,600 0

当期増加額 当期減少額 当期末残高

2,656,844 0

0

東京都

前期末残高

0 407,000

東京都

災害優先電話補助金 東京都

3,000

232,689,909

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策整
備支援事業支援金

90,173,279279,963,188 指定正味財産

指定正味財産

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ転院受入後方
支援病院確保事業協力金

東京都

0 540,000 540,000 0 －

811,070 1,845,774

貸借対照表上
の記載区分

－

東京都医療機関物価高騰緊
急対策支援金

東京都

0 5,998,000 5,998,000 0 －

新人看護職員研修事業補助
金

東京都

0 204,000 204,000 0

－

第九期 東京都新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
ﾜｸﾁﾝ接種促進支援事業協力
金

東京都

0 2,907,000 2,907,000 0 －

第十期 東京都新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
ﾜｸﾁﾝ接種促進支援事業協力
金

東京都

0 400,000 400,000 0 －

第八期 東京都新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
ﾜｸﾁﾝ接種促進支援事業協力
金

東京都

2,462,000 0 －

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種促進
支援事業協力金

東京都

0 2,578,150 2,578,150 0 －

－

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症検体検
査機器設備整備費補助金

東京都

0 5,681,000 555,811 5,125,189 指定正味財産

3,000 0

－

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種促進
支援事業協力金

東京都

0 2,578,150 2,578,150 0 －

500,000 0 －

407,000 0 －

0 3,173,000 3,173,000 0 －

東京都ﾃﾞｼﾞﾀﾙ環境整備促進
事業補助金

東京都

2,166,669 0 439,233 1,727,436 指定正味財産

東京都新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症流行
下でのｻｰﾋﾞｽ提供確保事業補助
金

東京都

0 1,066,000 1,066,000 0 －

東京都特別養護老人ﾎｰﾑ等
物価高騰緊急対策支援金
（入所分）

東京都

789,880 789,880 0 －

東京都介護職員処遇改善支
援補助金

東京都

0 1,872,923 1,872,923 0 －

東村山市高齢者施設等物価
高騰緊急対策支援金

東村山市

0 60,000 60,000 0 －

東村山市高齢者施設等物価
高騰緊急対策支援金

東村山市

0 328,432 328,432 0 －

第六期 東京都新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
ﾜｸﾁﾝ接種促進支援事業協力
金

東京都

0 900,000 900,000 0 －

第七期 東京都新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
ﾜｸﾁﾝ接種促進支援事業協力
金

東京都

0 1,972,000 1,972,000 0 －

800,000 0 －

375,000 2,375,000 指定正味財産

ｵﾝﾗｲﾝ資格確認関係補助金 社会保険診
療報酬支払

基金
0 1,903,000 190,300 1,712,700 指定正味財産

0 300,000 300,000 0



７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

経常収益への振替額

目的達成による指定解除額

減価償却費計上による振替額

固定資産除却損計上による振替額

８．関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

期末
残高

(千円)

９．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

（１）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

現金預金勘定 現金預金勘定

現金及び現金同等物 現金及び現金同等物

（２）重要な非資金取引は、以下のとおりである。

取得した有形リース資産が228,754,896円ある。 取得したリース資産が749,197,035円ある。

計上した資産除去債務が346,823,706円ある。

897,193,741円

0円

897,193,741円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金

取引の
内容

関連当
事者と
の関係

議決権
等の所
有割合
(%)

役員
当法人
理事長

－ －
当法人
理事長

－
債務被
保証

当期末前期末

735,652,114円

0円

735,652,114円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金

14,171,947

450,391,542

652,073

住所種類
法人等の名称

又は氏名
科目

取引
金額

(千円)

金　額

当期末前期末

－－

事業の
内容又
は職業

資産総額
(千円)

465,215,562

内　容

合　計

（注）当法人の借入金に対して債務保証を受けていますが、保証料の支払いは行っていません。なお、取引金額
は、期末における債務保証残高(借入金残高）を記載しています。

当法人
の借入
金に対
する債
務被保

証

1,520,504



１０．退職給付関係

（１）採用している退職給付制度の概要

当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用している。

退職一時金制度では、退職給付として給与と勤務期間に基づいた一時金を支給する。

（２）確定給付制度

①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 （単位：円）

期首における退職給付債務

勤務費用

利息費用

数理計算上の差異の当期発生額

退職給付の支払額 

期末における退職給付債務 

②退職給付債務と退職給付引当金の調整表

退職給付債務

未認識会計基準変更時差異

未認識数理計算上の差異

退職給付引当金

③退職給付に関連する損益

勤務費用 

利息費用

数理計算上の差異の当期の費用処理額

会計基準変更時差異の当期の費用処理額

確定給付制度に係る退職給付費用

④数理計算上の計算基礎に関する事項

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしている）

割引率

１１．金融商品の状況に関する注記

（１）金融商品に対する取組方針

（２）金融商品の内容及びそのリスク

（３）金融商品のリスクに係る管理体制

①資産運用規程に基づく取引

金融商品の取引は、当法人の資金運用規程に基づき行う。

②リスクの管理

１２．賃貸等不動産に関する注記

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項

(単位：円)

(注１) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。

１３．資産除去債務に関する事項

（１）当該資産除去債務の概要

建設リサイクル法に基づくコンクリート塊等のリサイクル費用及びフロン回収破壊法による

フロン除去に係る費用等である。

（２）当該資産除去債務の金額の算定方法

当該資産取得からの使用見込期間を3年から60年と見積り、割引率は△0.075%から0.93％を

使用して資産除去債務の金額を計算している。

（３）当該資産除去債務の総額の増減

（単位：円）

期首残高

資産除去債務の新規計上及び利息費用

期末残高

346,823,706

11,648,284

358,471,990

356,325,717

48,867,755

19,305,302

△ 30,746,261

△ 357,116,600

△ 153,749,181

(注２) 当期末の時価は、土地については主として固定資産税評価額に基づいて当法人で算定した金額であ
り、建物については適正な帳簿価額である。

貸借対照表計上額

925,800,040 3,443,414,455

当期末の時価

1.029%

　当法人の退職給付引当資産は、定期預金、金銭の信託（債券、株式、現金等）、投資有価証券（REIT）で
構成され、長期的な観点から資産構成割合を定めて保有している。これらの運用資産は、発行体の信用リス
ク、市場価格の変動リスク等が生じることになる。

資金運用規程により、理事長は少なくとも半年に１回、全運用資産から生じた利子、分配金、配当金
等の合計 、全運用資産の時価 （投資信託の場合は基準価額）、全ての債券等の個別有価証券の信用
格付けについて、運用経過のモニターを行い、資金運用の経過及び結果について少なくとも年１回又
は必要に応じて理事会に報告する。

4,748,653,747

356,325,717

48,867,755

4,612,217,991

△ 17,186

　当法人では、東京都において、収益事業に使用するため賃貸用のオフィスビル及びサービス付高齢者向け
住宅（土地を含む。）を有している。

　当法人は、従来、主に銀行預金で資金を運用していたが、低金利が継続していることに鑑み、平成30年度
に資金運用規程を改正し、運用対象の拡大を図った。
　退職給付引当資産について、基本ポートフォリオを策定し、適正な目標利回りを最低限のリスクで確保す
るように努め、資産、地域、時間等を分散して投資することを基本として、長期運用の観点に立ち、安定的
かつ効率的に収益を獲得しながら資金需要を十分に考慮し、流動性を確保した資金運用を開始している。

153,749,181

578,247,955

4,765,984,358

4,765,984,358


